
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方

 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 参天製薬グループは、社名の由来でもある「天機に参与する」という基本理念のもと、顧客・社会／株主／従業員を重んじ、世界の人々の「目と
健康」に貢献する企業であることを常に目指すとともに、法令、社会のルールおよびその精神を遵守し、企業人・社会人としてより高い倫理観を持
って行動し、企業価値最大化を目指しています。 
 そのためには、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が不可欠であると認識し、企業統治システムを構築することで、経営の透明性ならびに客
観性を確保しながら業績の向上に取り組んでいます。 
 具体的には、複数人の社外取締役を選任することによる経営監視機能の強化、社内・社外取締役で構成される任意の委員会である「戦略審議
委員会」、「指名委員会」、「幹部報酬委員会」の設置、マネジメントの強化と業務執行のスピードの向上を図るための執行役員制度の採用などを
既に実施しており、今後もコーポレート・ガバナンスを一層強化し、経営の透明性・客観性を向上していきます。 
 なお、当社では、監査役制度を採用しており、監査役の職務を補助する専任スタッフである監査役室の設置、内部監査室との連携等により、監
査役の機能強化を図っています。 

外国人株式保有比率 30%以上

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 5,709,185 6.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,586,800 6.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,431,600 4.15

株式会社日本政策投資銀行 3,310,100 4.00

日本生命保険相互会社 2,132,342 2.58

株式会社三菱東京UFJ銀行 2,120,986 2.57

小野薬品工業株式会社 1,861,305 2.25

第一三共株式会社 1,836,000 2.22

全国共済農業協同組合連合会 1,438,200 1.74

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 エーザイ口 
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

1,372,500 1.66

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

１．みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 エーザイ口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社の持株数は、エーザイ株式会社が
所有していた当社株式をみずほ信託銀行株式会社に信託したものが、資産管理サービス信託銀行株式会社に再信託されたもので、議決権はエ
ーザイ株式会社に留保されています。 
 
２．ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社およびその共同保有者であるマサチューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニーから 
2014年７月28日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、2014年７月23日現在で、それぞれ以下の株式を保有している旨の報告
を受けていますが、2015年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、マサチューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カ
ンパニーは上記の大株主には含まれていません。 
     氏名又は名称                         所有株式数  所有割合 
 ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社             270,500株   0.33％ 
 マサチューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カ ンパニー 8,717,992株  10.55％ 
（注）上記、ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社およびその共同保有者であるマサチューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニー
から2015年４月９日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、2015年４月２日現在で、それぞれ以下の株式を保有している旨の
報告を受けています。 
なお、当社は、2015年４月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っています。 
     氏名又は名称                               所有株式数  所有割合 



３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

 ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社                 1,205,800株   0.29％ 
 マサチューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニー      39,628,160株  9.59％ 
 
３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループおよびその共同保有者３名から2014年８月18日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付
があり、2014年８月11日現在で、それぞれ以下の株式を保有している旨の報告を受けていますが、このうち、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社および
三菱ＵＦＪ投信株式会社については、2015年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は上
記の大株主には含まれていません。 
     氏名又は名称                             所有株式数 所有割合 
 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行                        2,120,986株  2.57％ 
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社                        3,711,579株  4.49％ 
 三菱ＵＦＪ投信株式会社                            489,900株  0.59％ 
 
４．ブラックロック・ジャパン株式会社およびその共同保有者５名から2015年５月11日付の大量保有報告書の写しの送付があり、2015年４月30日
現在で、それぞれ以下の株式を保有している旨の報告を受けていますが、2015年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができません。 
なお、当社は、2015年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています。 
     氏名又は名称                                  所有株式数 所有割合 
 ブラックロック・ジャパン株式会社                           5,360,800株  1.30％ 
 ブラックロック・ライフ・リミテッド                            1,103,700株  0.27％ 
 ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド          2,020,700株  0.49％ 
 ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ                       5,320,400株  1.29％ 
 ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ． 5,954,580株  1.44％ 
 ブラックロック・インベストメント・マネジメント （ユーケー） リミテッド       948,810株  0.23％ 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 医薬品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

――― 

特にありません。 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

奥村 昭博 学者 ○ ○

片山 隆之 他の会社の出身者

大石 佳能子 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

奥村 昭博 ○

静岡県立大学副学長 
静岡県立大学大学院経営情報イノベーシ
ョン研究科特任教授 
慶應義塾大学名誉教授 
 
奥村昭博氏は、慶應義塾大学の名誉教
授であり、当社は、同大学と共同研究等
の取引を行っており、また、寄付を行って
います。 
これらの取引および寄付は、医学関連の
もので、同氏の専攻分野である経営学に
関連するものではありません。

直接会社経営に関与された経験はありません
が、長年に渡る大学および大学院での経営学
教授としての幅広い知識・経験を活かして、社
外取締役の立場から、当社経営の一層の透明
性向上と客観性確保、株主・投資家の利益を
目的としたコーポレート・ガバナンスの強化に
貢献いただくことを目的としています。当社の
関係会社、主要株主、主要な取引先の出身者
等ではなく、取引所の定める独立要件を全て
充足し、一般株主と利益相反が生じるおそれ
がないと判断されることから独立性が確保され
ていると考えています。

長年に渡り国内外で経営に携わってきたことに
よる幅広い知識・経験を活かして、社外取締役



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

 

補足説明 

【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

 

片山 隆之 ○
帝人株式会社顧問役 
東洋製罐グループホールディングス株式 
会社社外監査役

の立場から、当社経営の一層の透明性向上と
客観性確保、株主・投資家の利益を目的とした
コーポレート・ガバナンスの強化に貢献いただ
くことを目的としています。当社の関係会社、
主要株主、主要な取引先の出身者等ではな
く、取引所の定める独立要件を全て充足し、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断されることから独立性が確保されていると考
えています。

大石 佳能子 ○ 株式会社メディヴァ代表取締役

長年に渡り国内外で経営に携わってきたことに
よる幅広い知識・経験を活かして、社外取締役
の立場から、当社経営の一層の透明性向上と
客観性確保、株主・投資家の利益を目的とした
コーポレート・ガバナンスの強化に貢献いただ
くことを目的としています。当社の関係会社、
主要株主、主要な取引先の出身者等ではな
く、取引所の定める独立要件を全て充足し、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断されることから独立性が確保されていると考
えています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無 あり

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 4 0 1 3 0 0 社内取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

幹部報酬委員会 4 0 2 2 0 0 社内取締役

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

（監査役と会計監査人の連携状況） 
 監査役は、毎年期首に、会計監査人より年間監査実施計画および重点監査項目について説明を受け、監査役の要望も含め会計監査人と意見
交換を行うとともに、年３回、会計監査人との監査報告会を実施し、会計監査人と監査結果の意見交換を行っています。 
 また、監査役は、期末監査（四半期レビュー）終了後の監査（レビュー）講評会に出席し、会計監査人と会計監査（レビュー）結果を共有するとと
もに、期中において期中監査、棚卸に立会うなど、会計監査人の監査の方法について監査を行うほか、会計監査人との情報交換を行っていま
す。  
 
（監査役と内部監査部門の連携状況） 
 監査役と内部監査室は定期的に会議を開催し、それぞれの監査計画や監査の実施状況について、その進捗や気付き点の共有化を図るととも
に、必要に応じ事業所や子会社の往査を同時期に行うなど、常時緊密に連携しています。  

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

水野 裕 他の会社の出身者

松沢 幸一 他の会社の出身者

足立 誠一郎 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水野 裕 ○ コクヨ株式会社社外監査役

長年に渡り国内外で経営に携わってきたこと 
による幅広い知識・経験を有しており、監査 
役会、取締役会に出席し全社的な見地で、 
経営の視点を踏まえた適切な監査意見を述 
べること期待できます。当社の関係会社、主 
要株主、主要な取引先の出身者等ではなく、 
取引所の定める独立要件を全て充足し、一 
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判 
断されることから独立性が確保されていると 
考えています。

松沢 幸一 ○ なし

長年に渡り国内外で経営に携わってきたこと 
による幅広い知識・経験を有しており、監査 
役会、取締役会に出席し全社的な見地で、 
経営の視点を踏まえた適切な監査意見を述 
べること期待できます。当社の関係会社、主 
要株主、主要な取引先の出身者等ではなく、 
取引所の定める独立要件を全て充足し、一 
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判 
断されることから独立性が確保されていると 
考えています。

足立 誠一郎 ○ 豊田通商株式会社顧問

長年に渡り国内外で経営に携わってきたことに
よる幅広い知識・経験を有し、かつ東京証券取
引所市場第一部に上場する企業において常勤
監査役として監査業務に携わられており、監査
役会、取締役会に出席し全社的な見地で、経
営の視点を踏まえた適切な監査意見を述べる
ことが期待できます。また、当社の関係会社、
主要株主、主要な取引先の出身者等ではな
く、取引所の定める独立要件を全て充足し、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断されることから独立性が確保されていると考
えています。

独立役員の人数 6 名



【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明

 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

当社は独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

幹部評価報酬制度に従って、ストックオプションを付与しています。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

上記のストックオプション付与対象者における「その他」は、執行役員です。 
取締役に対し、ストックオプションとしての新株予約権を付与しており、2014年度末の権利行使済の個数は526個、権利未行使の個数は2,763個で
す。 

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

１）取締役（社外取締役を除く。） 総額204百万円 
(1)基本報酬および業績給 支給人数 ２名 149百万円 
(2)2014年６月25日開催の定時株主総会決議に基づき、株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計
上 
額 支給人数 ２名 55百万円 
２）社外取締役 総額38百万円 
基本報酬 支給人数 ３名 38百万円 
なお、株主総会の決議による報酬限度額は、取締役報酬 年額430百万円、株式報酬型ストックオプション報酬 年額160百万円です。 
 
また、報酬等の総額が１億円以上である者については、法令に従い有価証券報告書において個別開示を行っています。 
有価証券報告書は、当社のホームページにも掲載し、公衆の縦覧に供しています。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

 当社は、指名委員会等設置会社ではありませんが、任意の委員会として、社外取締役も参加する幹部報酬委員会を設置し、取締役、監査役お
よび執行役員が受ける報酬等の決定に関する基本方針を以下のように定めています。 
１．優秀な人材を確保できるよう、競争力のある報酬水準を提供する。 
２．株主および従業員に対し、説明責任を果たし得る報酬制度を目指す。 
３． 取締役および執行役員が職務遂行にあたり、意欲や士気を高めることができるよう、会社・個人業績について明確な目標設定とそれに基づく
報酬とする。 
４．取締役・執行役員、社外取締役、常勤監査役および社外監査役の４つの体系に区分する。 

 社外取締役へのサポートは、総務グループが担当しています。 
  ・取締役会および各種委員会の議案や資料の取りまとめ 
  ・社内広報誌、ニュースリリース等の社内外の情報提供 
 社外監査役へのサポートは、監査役室が担当しています。 
  ・監査役会の議案や資料の取りまとめ、事前説明 
  ・監査活動全般に対して調査・分析、資料作成等の支援 
  ・社内広報誌、ニュースリリース等の社内外の情報提供 
 また、重要な取締役会議案については、社外取締役、社外監査役に事前に十分な説明を行っています。 

 当社では、取締役会において、法令に定めのある事項に加え、参天製薬グループの経営方針、経営戦略、事業計画、重要な財産の取得や処
分、重要な組織・人事に関する意思決定、当社および子会社における業務執行の監督等を行っています。原則として月１回開催され、提出日現
在は社内取締役２名、社外取締役３名の合計５名（男性４名・女性１名）で構成されています。また、マネジメントの一層の強化と戦略意思決定の
質・スピードの向上を図るため、執行役員制度を導入しています。執行役員は提出日現在、取締役による兼務を除き13名です。 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

 さらに、コーポレート・ガバナンスを一層強化し、経営の透明性・客観性を向上させるため、審議機関として社内・社外取締役で構成される、「戦
略審議委員会」、「指名委員会」、「幹部報酬委員会」の３委員会を設置しています。戦略審議委員会では、事業戦略など重要な戦略課題につい
て集中して審議しています。指名委員会では、取締役の選定について審議し、取締役会に提言するとともに、執行役員、監査役の選任についても
協議し、取締役会に助言しています。幹部報酬委員会では、取締役、執行役員の報酬について審議し、取締役会に提言するとともに、監査役会
に監査役報酬の水準等の情報提供ならびに助言をしています。 
 なお、これらの委員会は、指名委員会等設置会社における委員会とは異なります。 
 監査については、当社は監査役制度を採用し、監査役会は、社外監査役３名を含めた４名（男性４名）で構成されています。監査役は、監査方
針や監査計画を策定し、取締役会やその他の重要会議に出席するほか、本社、主要事業所、子会社における業務および財産の状況調査等を通
じて、取締役の職務執行を監査しています。また、会計監査人とも随時会合を開き、監査の方法と結果等について報告を受けています。 
 なお、2014年度において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人は以下のとおりで、２名とも継続監査年数は７年
以内です。 
 指定有限責任社員・業務執行社員：宮林 利朗（有限責任 あずさ監査法人）、辻井 健太（有限責任 あずさ監査法人） 

 当社では、幅広い経営知識や経験を有する社外取締役が客観的な見地から当社の業務執行を監督し、また、財務および会計に関する相当程 
度の知見を有する常勤監査役および経営経験を有する社外監査役が取締役の職務執行を監査するとともに、当社の内部監査室と定期的な意
見 
交換および助言を行うことにより、経営の透明性・客観性および適正性を確保できると判断したため、現体制（上記２．参照）を採用しています。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 ３週間前までに発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定 2014年度に係る株主総会は６月24日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使 議決権行使サイトを利用しインターネット経由で議決権を行使することが可能です。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

（株）東京証券取引所等により設立された合弁会社（株）ＩＣＪが運営する議決権電子行使プ 
ラットフォームに参加し利用が可能です。

招集通知（要約）の英文での提供 英文による招集通知は、当社ホームページに掲載しています。

その他
株主総会における事業報告は、映像とナレーションを用いて説明をしています。また、招集 
通知は当社ホームページへ掲載しています。 
株主総会決議事項の議決権行使結果について、当社ホームページへ掲載しています。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社は、常に株主および投資者の視点に立った、迅速、正確、かつ公正な 
会社情報の開示を徹底し、積極的かつわかりやすい情報開示に取り組むこ 
とを、情報開示に係る基本的な方針として定めています。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
適宜説明会を開催しており、場合によっては、代表者自身による説明を実 
施しています。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期と期末決算発表後に決算説明会を実施しています。 
第１四半期と第３四半期においては、カンファレンスコールを実施していま 
す。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 定期的な説明会は実施していません。 なし

IR資料のホームページ掲載
http://www.santen.co.jp/ja/ir/ にて決算情報、アニュアルレポート、決算 
短信、データブック、四半期報告書、有価証券報告書、事業報告、決算説 
明会プレゼンテーション資料、招集通知などを掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
担当部署：コーポレート・コミュニケーショングループ 
ＩＲ事務連絡責任者：コーポレート・コミュニケーショングループ グループマネ 
ージャー

その他

海外投資家向けについては、海外の株主・投資家を訪問し、企業情報につ 
いて説明を実施しています。またスモールミーティング等を通じ、幅広い投 
資家を対象とした、企業情報についての説明会を不定期的に実施していま 
す。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「参天企業倫理綱領」において、「顧客との信頼」、「社員の責任と成長」、「社会との調和」と 
題した事業活動を進めて行く上での基本的考え方を表明しています。

コンプライアンス、環境保全、労働安全衛生の活動を基軸とした全社横断的なＣＳＲ委員会、 



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

専門組織としてのＣＳＲ統括部を設け、ＣＳＲ活動の展開を図っています。なお、ＣＳＲ活動に 
ついては、事業活動における重要施策の一つと位置付けるとともに、社会貢献活動を含め 
て全社的に取り組んでいます。また、ＣＳＲレポートを作成し、ホームページへ掲載して 
います。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

企業行動規範で顧客や株主などへの情報提供について記載するとともに、ＩＲ活動に関する 
方針も社内的に定めています。また、適時開示に係る宣誓書においても、会社情報の適時 
適切な開示に努める旨を明らかにしています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、「天機に参与する」という基本理念のもと、医療の一端を担う企業として、患者さんと患者さんを愛する人たちを中心として社会へ寄与す
るとともに、自らの存在意義を高め、持続的に成長することを目指し、その達成に向けた内部統制基本方針を、次のとおり決議しています。 
（1）当社ならびにその子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
イ．取締役・従業員からなる全ての構成員の全ての企業活動における行動指針を定めた「参天企業倫理綱領」を規範とする。また、「参天企業倫
理綱領」を推進するための担当役員、担当部署およびCSR委員会を設置し、この周知徹底に努める。 
ロ．反社会的勢力からのいかなる要求にも応じないことを「参天企業倫理綱領」に定めるとともに、担当部署は関係当局と連携をとって、反社会的
勢力との一切の関係を遮断する。 
ハ．社内でのコンプライアンスに関して疑義のある行為等について、社内外の相談窓口を通じて直接に相談・通報できる手段を確保するととも
に、相談・通報に対しては、担当部署が関係部門と連携して解決にあたる。 
ニ．経営監視機能の強化・充実のため、独立性の高い社外取締役を複数選任するとともに、監査役による監査、社長直轄の内部監査室による内
部監査体制の充実に努める。 
 
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
イ．取締役の職務の執行に係る情報の取扱いに関しては、情報セキュリティ規程、決裁規程、文書管理規程等の社内規程に基づいて、適切な保
存・管理を行う。 
 
（3）当社ならびにその子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
イ．危機管理規程に基づいて、事業活動遂行上想定される主要な損失の危険に適確に対処する。 
ロ．各事業部・本部は、平時から自らの業務に係る損失の危険の管理に関する方針・対応策の策定、情報収集を行い、損失の危険の回避・最小
化に努める。 
ハ．危機発生の未然防止および危機発生時の影響の最小化を図るため、平時の危機管理体制として「危機評価委員会」を設置する。万一、緊急
事態が発生した場合は、その影響度合いにより、代表取締役を責任者とする「危機対策委員会」を立ち上げ、危機管理規程に基づいて損失の最
小化を図るとともに再発防止策を実施する。 
ニ．内部監査室はその独立した立場から、社内における損失の危険の管理状況を内部監査する。 
 
（4）当社ならびにその子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制、ならびに子会社の取締役等の職務の執行
に係る事項の当社への報告に係る体制 
イ．取締役会で選任された執行役員に子会社経営を含めて業務の執行を委任し、会社経営に係る意思決定とマネジメントの質・スピードの向上を
図る。 
ロ．取締役会を原則月1回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催する。 
ハ．当社において、社内・社外取締役で構成される任意の委員会である「戦略審議委員会」、「指名委員会」、「幹部報酬委員会」を設置して、所定
の事項を審議し、取締役会に助言させる。 
ニ．取締役会規則、執行役員規程を定め、役割と権限を明確化する。また、各種会議体の権限・位置づけを明らかにするとともに、決裁に関する
規程・基準を整備し、意思決定の手順を明確にする。 
ホ．業務が効率的に執行できるよう人事・組織体制を整備する。また、組織権限、分掌に係る規程・基準を設け、それぞれの組織・子会社におけ
る権限と責任を明確にするほか、子会社の取締役が当社に報告すべき事項を明確にする。 
 
 
（5）当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
イ．グループ会社管理規程を整備してグループ各社の役割・責任を明確にし、主要なグループ会社の監査機能を強化する。 
ロ．グループにおける企業活動の適正性向上のための体制整備については、当社が助言・指導を行う管理体制を構築する。 
ハ．財務報告の信頼性の確保に関しては、関係する当社各部門・グループ会社がその業務の適正性に関して自己点検を行い、内部監査室がそ
の妥当性を検証する体制を構築する。 
 
（6）監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項、ならびに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
イ．監査役の職務補助ならびに、必要な業務を行う者として、執行側の指揮命令に属さない専任の監査役スタッフをおく。 
ロ．監査役スタッフに関する人事異動は、社内の規定に基づき、代表取締役が監査役の同意を得て実施する。人事評価については、監査役が社
内の規定に基づき検討・決定した内容を尊重する。 
 
（7）当社ならびにその子会社の取締役・使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、ならびに監査役へ
報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
イ．取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見した場合には、遅滞無く監査役および監査役会に報告する。 
ロ．イ．以外についても、取締役および従業員が、監査役および監査役会に報告すべき事項を明示する。 
ハ．内部監査室と主要なグループ会社における監査部門は、その監査方針・計画、ならびに監査結果を定期的に監査役会に報告し、情報交換を
行う。 
ニ．社内でのコンプライアンスに関して疑義のある行為等について、社内外の相談窓口を通じて行われたか否かにかかわらず、使用人が監査役
に報告したことを理由とした不利益な取扱いは、一切行わない。 
 
（8）その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
イ．代表取締役をはじめとして、監査役および監査役会が必要と考える取締役・従業員と、定期的に、もしくは必要に応じて会合をもち、会社が対
処すべき課題、監査上の重要課題などについて意見交換し、相互認識と信頼関係を深める。 
ロ．監査役が、代表取締役と協議の上で希望する会議に出席し、重要な意思決定の過程および業務の執行状況に対する意見を述べることがで
きる。 
ハ．監査役がその職務を遂行するために必要な費用は、会社が負担する。

 当社は、「参天企業倫理綱領」において、市民社会の秩序や安全に脅威を与えたり、不正な利益を企業から得ようとする反社会的勢力お 
よび団体には毅然とした態度でいかなる要求にも応じないことを明記し、全役員・社員に周知徹底を図っています。 
また、所轄警察署、外部専門機関などと緊密な連携関係を構築・維持し、反社会的勢力および団体に関する情報収集を積極的に行い、それ 
らの情報を社内で共有し、反社会的勢力および団体による被害の未然防止のための活動を推進しています。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

適時開示体制の概要 
１．会社情報の適時開示に係る基本的な姿勢 
 当社においては、全役員・社員の企業活動の基本となる企業倫理を明文化し、共通の視点で企業活動を行うための規範として、「参天企業倫理
綱領」を制定しています。 
 この「参天企業倫理綱領」においては、一定期間毎に作成する事業に関する報告・情報の公開のみならず、企業情報を適時、適正に開示するこ
と、行政への許認可、報告、届け出などの手続きは、虚偽や誤解を招くことなく行うこと、を情報開示に係る基本的な姿勢として定め、積極的かつ
公正、そしてわかりやすく正確な情報の開示に努めています。 
 また、「参天企業倫理綱領」は、社内のポータルサイトに掲載するとともに、当社の全役員・社員に配布し、内容の周知徹底を図っています。 
 
２．情報取扱部署 
 社内外の情報に関わる部署として、コーポレート・コミュニケーショングループ（以下、CCGといいます。）を設置しています。 
CCGは、子会社を含めた各事業部・本部からの情報を一元的に取り扱い、適時開示に関して中心的な役割を果たしています。CCGは、適時開示
が必要な事項の情報収集や、社内承認を経ていない情報の誤った開示を防ぐとともに、当社に大きな影響を与える可能性のある緊急事態の内
容の正確な開示を行う体制の整備に努めています。 
 
３．適時開示情報 
（1）発生事実に関する情報 
 当社は、平時から「危機管理規程」に則って、定期的に情報の収集を図っています。万が一、緊急事象が発生した場合は、「危機評価委員会」に
て、その影響の度合いを評価し、代表取締役を責任者とする「危機対策委員会」を立ち上げ、「危機管理規程」に基づいて情報収集を図り、収集さ
れた情報に関して開示の要否を検討します。 
 情報関係部署とCCGの検討により開示が必要とされた場合には、財務・管理本部長の確認ならびに代表取締役の承認を経て開示されます。 
 
（2）決定事実に関する情報 
 CCGは、取締役会など経営層の出席する会議や委員会での決定事項の情報を入手し、それらの情報に関して開示の要否を検討します。 
 情報関係部署とCCGの検討により開示が必要とされた場合には、財務・管理本部長の確認ならびに代表取締役の承認を経て開示されます。 
 
（3）決算に関する情報 
 CCGは、取締役会で承認された決算に関する情報については、財務・経理グループからの助言も参考に開示の要否の検討を行い、財務・管理
本部長の確認ならびに代表取締役による承認を経て開示されます。 
 
４．開示の判断基準について 
 各情報の開示の要否については、以下の基準に従って判断しています。 
（1）東京証券取引所が定める情報開示に係るガイドライン 
（2）金融商品取引法など関連法規 
（3）当社が独自に設定した情報開示にあたっての指針 
 
５．開示方法について 
 開示が承認された情報については、CCGにより速やかにTDnetに登録され適時開示されるほか、資料投函、記者会見、当社ホームページへの
掲載など、様々な媒体を通じて株主・投資家の皆様に対し公平な情報開示を行っています。また、開示された情報は社内ポータルサイトにも掲載
し、社内での周知徹底を図っています。 
 
６．適時開示体制を対象としたモニタリングの整備 
 監査役および内部監査室がそれぞれの役割において、外部に公表する情報の適時性、適正性を評価しています。 




